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工場立地動向調査（平成１１年）の要旨

平成 ２年３月３０日1
通商産業省環境立地局
立 地 政 策 課

１．全国の工場立地の概要

( ) 平成１１年（１月～１２月）の工場立地件数は９７４件で、前年比１６．３％減であ1

。 、 ， 、 ． 、 。った また 立地面積は１ １２５ｈａで 前年比２６ ７％減と 大幅な減となった

（図－１）

半期別の立地件数では、上期（１～６月）が４８５件、下期（７～１２月）が４８９

件と、上期に比べわずかながらも増となった。

件数、面積とも、昭和４２年の調査以来過去最低件数となったものの、半期別では、

下降を続けていた立地件数に、反転の動きが現れた。

( ) 工場の新規立地件数は５６４件で、移転による立地件数は４１０件。新規の割合は2

５７．９％となった （図－２）。

( ) 県外企業の立地件数は２７４件であり、全立地件数に占める割合は３０．９％で、引3

き続き低迷している （図－３）。

( ) 企業規模別の立地件数で、工場立地件数の主力を占める資本金１千万円～５千万円未4

満の企業では、大幅な減少が続いている （図－４）。

( ) 借地型立地の立地件数は１８３件で、全立地件数が減少しているため、前年比６．６5

％減となったが、全立地件数に対する借地型立地の割合は１８．８％で、調査を開始し

た平成４年以来、上昇を続けている （図－５）。

２．地域別立地状況

、 、 。 、 、 、 、( ) 地域別立地状況は 北海道 関東臨海で微増した 一方 北東北 南東北 関東内陸1

、 、 、 、 、 、 、 。東海 北陸 近畿内陸 近畿臨海 四国 山陽 北九州 南九州の１１地域で減少した

このうち、北東北、関東内陸、東海、近畿臨海、山陰、山陽、四国、南九州の８地域

は、調査開始以来、最低の立地件数となった （図－６）。

( ) 都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は２３４件で、前年より2

３８件の減であり、全立地件数に占める都市圏の割合は２４．０％であった。

３．業種別立地状況

( ) 立地件数が多かった業種は、食料品１６１件、電気機械１０６件、一般機械９２件、1

金属機械８１件で、前年との増減をみると、プラスチック製品、 窯業・土石など５業

種が増加したが、一般機械が大幅に減少した他、計１８業種が減少した （図ー７）。

( ) ４型業種分類別では、加工組立型で大幅減（同１６２件減）となった他、全業種で減2

となった （図ー８）。
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４．立地地域選定理由

( ) 立地地域の主な選定理由の中で最も重要な理由では 「用地面積の確保が容易」が全1 、

回答件数に対する割合が１９．０％と、他を引き離している （図ー９）。

( ) 対前年比で見ると 「市場への近接性」が上昇に転じ、また 「本社への近接性 、2 、 、 」

「労働力の確保」も上昇したが 「用地面積の確保が容易 「県・市・町・村の助成 、、 」、 」

「地価」が下降した （図ー１０）。

５．研究所の立地状況

( ) 独立した研究所の立地件数は１５件で、前年より９件減であった （図ー１１）1 。

( ) 研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は１９３件で、前年より５６件減で、2

今年立地した工場全体に占める割合は１９．８％であった。

６．外資系企業の立地状況

( ) 外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は１３件で、平成７年以来の２桁1

の立地件数となった。

外資系企業の全立地件数に占めるまた、この中で、工業団地内に立地したのは９件で、

全立地企業の工業団地内立地の比率（４２．５％）に対して高い割合は６９．２％と、

値を示している （図－１２）。

（工場立地動向調査の対象等について）

( ) 工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されています。1

( ) 調査対象は、全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く 、ガス業、2 ）

熱供給業のための工場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された

１，０００㎡以上の用地（埋立予定地を含む）です。

( ) なお、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４業3

種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地についても併せて調査しています。

(問い合わせ先) 環境立地局 立地政策課
寺田、志賀

３５０１－１５１１(内線３０３１)TEL.
３５０１－１８０６(直通)FAX.
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図－１ 全国の工場立地の推移

図－２ 工場立地件数の推移（新規・移転の別）

図－３ 県外企業立地件数と県外企業立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移
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図－４ 工場立地件数の推移（企業規模別）

図－５ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合
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図－６ 地域別工場立地件数の推移

各地域に含まれる都道府県

北 海 道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北 東 北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

南 東 北 宮城、山形、福島、新潟 山 陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山 陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四 国 徳島、香川、愛媛、高知

東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北 九 州 福岡、佐賀、長崎、大分

北 陸 富山、石川、福井 南 九 州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄



- 6 -

図－７ 主な業種の工場立地件数の動向

図－８ 工場立地件数の推移（４型業種分類別）

（注）４型業種分類の内訳

地方資源型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ

・紙、窯業・土石製品

雑 貨 型：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、そ

の他製造業

基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属
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図－９ 立地地域選定理由の比率

◎ … 最も重要な理由 ○ … 重要な理由

図－１０ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）
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図－１１ 研究所立地件数の推移

図－１２ 外資系企業の工場立地件数の推移



（案）

平成１１年工場立地動向調査（速報）

平成１２年３月３０日

通商産業省環境立地局
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１．はじめに

工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されており、その対象は

全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業、熱供給業のための工

場又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む）された１，０００㎡以上の用地

（埋立予定地を含む）である。また、昭和６０年からは独立した研究所（民間の試験研究

機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を行うものに限る）の用地も併せて調査し

ている。今回は平成１１年（１～１２月）の結果をとりまとめた。

なお、本文中平成９年までの立地件数、立地面積の数値は確報値であるが、平成１０年

以降は速報値を用いている。

（注） 工場立地面積、増減率等の数値は、四捨五入の関係で、構成項目を個々に足した

値と合計が異なる場合がある。
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２．全国の工場立地の概況

――― 本年（平成１１年）の工場立地件数は、９７４件。前年比で１６．３％減の

大幅減。立地面積も１，５３４ｈａで、件数・面積共に昭和４２年の調査開始以来の

最低となった。１件当たりの面積も１．１６ｈａと前年に比べ減少。企業規模別では、

件数ベースで工場立地の主力となる資本金１千万円～５千万円未満の企業が、引き続

き前年に比べ大幅に減少。―――

(1) 平成１１年（１月～１２月）の工場立地件数は９７４件で、前年（平成１０年、

１，１６４件）比２１７件（１６．３％）減であった。（図－１）

半期別の立地件数は、上期（１～６月）が４８５件で前期比７６件、（１３．５

％）減、下期（７～１２月）が４８９件で同４件（０．８％）増であった。

年間の立地件数は、昭和４２年の調査以来初めて１，０００件を切り、かつ過去最

低件数となったが、半期別では３期連続で下降を続けていた立地件数に、反転の動き

が現れた。

企業の生産の一部に明るさが見らてきたものの、設備投資への慎重な姿勢に変わり

がなく、工場立地件数の減少傾向が続いている。

(2) 平成１１年の立地面積は１，１２５ｈａで、前年（１，５３４ｈａ）比４０９ｈａ

（２６．７％）減と、大幅な減となった。（図－１）

図－１ 全国の工場立地の推移
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１０ｈａを越える立地としては、神奈川県（食料品）に約４１ｈａの立地が１件、

福島県（家具・装備品）、京都府（金属製品）、熊本県（化学工業）に、それぞれ約

２３ｈａの立地が１件など、合計で１１件で、５０ｈａを越える大型立地はなかった。

このため、立地面積についても、調査を開始してから最低の値となった。（これま

での最低は、昭和５３年の１，２０６ｈａ）

(3) 工場立地１件当たりの立地面積は１．１６ｈａで、平成１０年の１．３２ｈａに対

して大幅減となった。

(4) 工場の移転による立地件数は４１０件で、前年比９９件（１９．４％）減 、移転で

ない（以下、「新規」という。）立地件数は５６４件で、前年比９１件（１３．９

％）減であり、どちらも減少しているが、前年に続き新規の件数が移転を上回り、新

規の割合は５７．９％となった。（図－２）

(5) 工業団地内への立地件数は４１４件、工業団地外への立地件数は５６０件であり、

全立地件数に占める工業団地内への立地の割合は４２．５％で、近年横這いで推移し

ている。

図－２ 工場立地件数の推移（新規・移転の別）

(6) 本社が工場立地した都道府県以外にある企業（以下、「県外企業」という。）の立

地件数は２７４件であり、全立地件数に占める割合は３０．９％で、３０％台には

乗ったものの、件数の水準は低下しており、県外企業による立地は引き続き低迷して

いる。（図－３）
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図－３ 県外企業立地件数と県外企業立地件数が全工場立地件数に占める割合の推移

(7) 企業規模別の立地件数では、資本金１千万円未満及び５千万円以上の企業について

は、平成５年以降、大きな動きは見られないが、工場立地件数の主力を占める資本金

１千万円～５千万円未満の企業では、大幅な減少が続いている。（図－４）

図－４ 工場立地件数の推移（企業規模別）

(8) 工場敷地を借地して立地した工場の件数は１８３件で、全立地件数が減少している

ため、前年（１９５件）比で６．６％減となった。

一方、全立地件数に対する借地型立地の割合は１８．８％で、調査を開始した平成

４年以来、上昇を続けている点は注目される。（図－５）
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図－５ 借地による立地件数と、全立地件数に対する割合

(9) 工場立地に際し海外立地の検討を行った企業は、回答のあった全企業中７６１企業

中１５企業（２．０％）であった。

この中で検討した地域は、北米４件、東南アジア３件、中国、韓国・中国（香港）

・台湾が各２件の順であった。
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３．地域別立地状況

――― 立地件数は、北海道、関東臨海の２地域が増加し、残り１２地域のうち、

１１地域で減少、その中でも、北東北、関東内陸、東海、近畿臨海、山陰、山陽、四

国、南九州の８地域は、過去最低を記録。都道府県別では１４都道県で増加、２８府

県で減少した。―――

(1) 地域別立地状況は、前年より立地件数が増加したのが、北海道（今年６１件、前年

比１件増）、関東臨海（同５９件、１件増）の２地域で、山陰（１２件）は増減なし。

他の１１地域は全て減少し、南東北（同１６２件、５４件減）、南九州（同５５件、

４０件減）、近畿臨海（同５２件、２２件減）、北東北（同３４件、１８件減）、東

海（同１２１件、１７件減）、関東内陸（同１３２件、１３件減）、四国（同３３件、

１３件減）、北九州（同１００件、１０件減）、近畿内陸（同４０件、３件減）、北

陸（同４０件、１件減）、山陽（同５３件、１件減）であった。（図－６）

このうち、北東北（これまでの最低件数は平成１０年の５２件）、関東内陸（同平

成１０年１４５件）、東海（同昭和５２年１２９件）、近畿臨海（同平成７年６７

件）、山陰（同平成１０年１２件で今期と同件数）、山陽（同平成１０年５４件）、

四国（同昭和５０年４１件）、南九州（同昭和５２年６４件）の８地域は、昭和４２

年の調査以降で、最低の立地件数となった。

(2) 都市圏（関東臨海、東海、近畿臨海の３地域）の立地件数は２３４件で、前年比

３８件（１４．０％）減であったが、地方圏に比べて減少幅が少なかったことにより、

全立地件数に占める都市圏の割合は２４．０％で、前年に比べ０．６ポイント上昇し

た。（図－７）

他方、地方圏の立地件数は７４０件で、前年比１５２件（２０．５％）減であった。

(3) 都道府県別で立地件数が多かったのは、福岡県（６１件）、北海道（５９件）、宮

城県（５６件）、山形県（４１件）、栃木県（４０件）の順で、立地件数が５０件以

上は、３道県（前年は４道県）であった。

ちなみに、近年のピークであった平成元年の立地件数５０件以上の都道府県は、

３３道府県に上っており、上位３道県の立地件数は各々２００件を超えるレベルで

あった。
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図－６ 地域別工場立地件数の推移

各地域に含まれる都道府県

北 海 道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北 東 北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

南 東 北 宮城、山形、福島、新潟 山 陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山 陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四 国 徳島、香川、愛媛、高知

東 海 静岡、愛知、岐阜、三重 北 九 州 福岡、佐賀、長崎、大分

北 陸 富山、石川、福井 南 九 州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄
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図－７ 都市圏と地方圏の工場立地件数割合の推移

(4) 立地件数の増減をみると、前年に比べ増加したのが１４都道県（前年１０府県）、

減少したのが２８府県（同３５都道県）、増減なしが５県（同２県）で、前年より回

復傾向に見えるが、内容を見ると増加幅は小さく、減少幅が大きく、見かけとは異な

る結果であった。

(5) 当該立地が移転か、新規の別でみると、新規が多かった都道府県は、北海道及び宮

城県（各４２件）、山形県及び福岡県（各２６件）、三重県及び兵庫県（各２４件）

の順であった。

また、移転が多かった都道府県は、福岡県３５件、栃木県２１件、愛知県１０件の

順であった。
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４．業種別立地状況

――― 業種別工場立地件数は、プラスチック製品、窯業・土石など５業種で微増。

他方、残り２１業種の内１８業種で減少し、特に一般機械、金属製品で大幅減となっ

た。４型業種分類別では、加工組立型で大幅減（同１６２件減）となった他、全業種

で減となった。―――

(1) 立地件数が多かった業種は、食料品１６１件（前年１７３件）、電気機械１０６件

（同１１３件）、一般機械９２件（同１８１件）、金属製品８１件（同１３８件）で、

この上位４業種で全立地件数（９７４件）の４５．２％（同５２．０％）を占めた。

(2) １件当たりの立地面積が大きかった業種は、家具・装備品（２．３１ｈａ／件）、

飲料たばこ飼料（２．３０ｈａ／件）、石油製品・石炭製品（２．２５ｈａ／件）の

順であった。

(3) 業種別に立地件数の増減をみると、全２６業種中、前年に比べ増加したのが５業種

（前年７業種）、減少したのが１８業種（同１７業種）、増減なしが３業種（同２業

種）であり、立地件数が減少した業種が過半数を占めた。

また、主な業種別の立地件数の推移を見ると、プラスチック製品（前年比１８件

増）、 窯業・土石（同９件増）が増加したが、全般的に減少基調で、 一般機械（同

８９件減）が大幅に減少し、金属製品（同５７件減）も平成９年から減少を続け、食

料品（同１２件減）、電気機械（同７件減）も減少を続けている。（図ー８）

図－８ 主な業種の工場立地件数の動向
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(4) 県外立地の多かった業種は、食料品（４７件、全県外企業に占める割合１５．８

％）、電気機械（３６件、同１２．１％）、化学工業（３４件、同１１．４％）、プ

ラスチック製品及び一般機械（各２９件、同９．８％）の順であった。

(5) 立地件数の多い４業種について立地先地域の分布状況をみると、食料品は、地域別

では南東北（２８件）、北海道（２４件）、関東内陸（１９件）、北九州（１８件）

の順になっており、都道府県別では北海道（２４件）、宮城県（１１件）、福岡県

（９件）、福島県及び兵庫県（各７件）の順に多くなっている。（図－９）

電気機械は、地域別では南東北（２２件）、関東内陸（１５件）、南九州（１４

件）、北九州（１３件 ）の順になっており、 都道府県別では宮城県及び福島県

（各８件）、長野県及び三重県（各７件）の順に多くなっている。（図－１０）

一般機械は、地域別では東海（２１件）、関東内陸（１４件）、南東北（１３

件）の順に多く、また都道府県別では愛知県（９件）、山形県 （８件）、滋賀県

（７件）の順に多くなっている。（図－１１）

金属製品は、地域別では南東北（１９件）、北九州（１２件）、東海（１１件）の

順に多く、都道府県別では宮城県及び福岡県（各７件）が多い。（図－１２）

(6) ４型業種分類(注）別に立地件数をみると、（図ー１３）

地方資源型は、窯業・土石製品（前年比９件増）、パルプ・紙・紙加工品（同７件

増）で増加したものの、食料品（同１２件減）、繊維工業（同４件減）など、３業種

で減少したため、前年（３４６件）比２件（０．６％）減の３４４件であった。

雑貨型は、プラスチック製品（同１８件増）が増加したものの、家具・装備品（同

６件減）、その他製造（同５件減）などが減少したため、前年（１６９件）比１件

（０．６％）減の１６８件であった。

基礎素材型は、引き続き立地件数のレベルは低く、鉄鋼業及び化学工業（同各１２

件減）で減少など、４業種全部で減少となったため、前年（１３３件）比２９件

（２１．８％）減の１０４件であった。

加工組立型は、輸送機械（同１件減）、電気機械（同７件減）、精密機械（同８件

減）が小幅の減少にとどまったものの、一般機械（同８９件減）、金属製品（同５７

件減 ）が大幅に減少したため、前年（５０６件 ）比 １６２件（３２．０％ ）減の

３４４件であった。

この結果、 製造業全体の立地件数に占める４型業種の割合は、 地方資源型が

３５．８％、雑貨型が１７．５％、基礎素材型が１０．８％、加工組立型が３５．８

％となった。
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図－９ 工場立地件数（食料品）

図－１０ 工場立地件数（電気機械）
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図－１１ 工場立地件数（一般機械）

図－１２ 工場立地件数（金属製品）
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図－１３ 工場立地件数の推移（４型業種分類別）

（注）４型業種分類の内訳

地方資源型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維工業、木材・木製品、パルプ

・紙、窯業・土石製品

雑 貨 型：衣服、家具、出版印刷、プラスチック製品、ゴム製品、皮革、そ

の他製造業

基礎素材型：化学工業、石油・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属

加工組立型：金属製品、一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械、武器
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５．立地地域選定理由

――― 立地地域選定理由の動向をみると、「用地面積の確保が容易」が引き続き第

１位を占めている。近年下降気味であった、「市場への近接性」及び「本社への近接

性」が、増加に転じた。―――

(1) 立地地域の主な選定理由の中で最も重要な理由では、第１位は立地件数が減少する

環境下においても引き続き「用地面積の確保が容易」が１４１件で、全回答件数に対

する割合が１９．０％と、他を引き離している。また、第２位は「市場への近接性」

が９６件で１３．０％、第３位は「関連企業への近接性」が８１件で１０．９％、第

４位は「地価」６８件で、９．２％、第５位は「本社への近接性」で６３件で８．５

％となった。（図ー１４）

図－１４ 立地地域選定理由の比率

◎ … 最も重要な理由 ○ … 重要な理由
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(2) 対前年比で見ると、近年下降気味で平成１０年には第４位となった「市場への近接

性」が上昇に転じ、また、「本社への近接性」も上昇に転じた。「労働力の確保」も

ウェイトが上昇したが、これに引き替え、「用地面積の確保が容易」、「県・市・町

・村の助成」及び「地価」が下降した。（図ー１５）

図－１５ 立地地域選定理由の比率推移（最も重要な理由）

(3)業種別にみると、食料品、窯業・土石製品で「市場への近接性」、「原材料等の入手の

便」、金属製品、電気機械では「関連企業への近接性」を上位にあげているなど、立地選

定において、業種別の特徴がみられる。
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６．研究所及び外資系企業の立地状況

(1) 研究所の立地状況

――― 独立した研究所の立地件数は前年に比べて９件減。研究開発機能の付設を予

定している工場の割合は１９．８％（前年２１．％）で減少。―――

独立した研究所の立地件数は１５件で、前年（２４件）より９件減であった。

（図ー１６）

図－１６ 研究所立地件数の推移

県別では、神奈川県が２件で、北海道、宮城県、富山県、山梨県、岐阜県、愛知県、

三重県、滋賀県、京都府、奈良県、鳥取県、岡山県及び長崎県が各１件であった。

研究分野別では、工学研究所が１３件、医学・薬学研究所及び農学研究所が各１件

であった。

研究開発機能を付設する予定の工場の立地件数は１９３件で、全立地件数が大幅に

減少したため、前年（２４９件）より５６件（２２．５％）減で、今年立地した工場

全体に占める割合は１９．８％であった。（図ー１７）
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図－１７ 研究開発機能の付設を予定している工場の割合の推移

研究開発機能別（複数回答）では、開発研究が最も多く１５９件（前年２１０件）

で立地工場に占める割合は１６．３％（同１８．０％）、次いで応用研究の５４件

（同７０件）で５．５％（同６．０％）、基礎研究の３８件（同３９件）で３．９％

（同 ３．４％）となった。

研究開発機能の付設率が高かった地域は、山陰（３３．３％、立地件数１２件中

４件）、四国（２４．２％、同３３件中８件 ）、南九州（２１．８％、同５５件中

１２件）、北陸（２１．７％、同６０件中１３件）、東海（２１．５％、同１２１件

中２６件）であった。

都道府県別では、三重県（１２件）、宮城県（１１件）、北海道（１０件）、福島

県及び茨城県（各９件）の順に多くなっている。

基礎研究：特別な応用、用途を直接に考慮することなく、仮説や理論を形成するため

若しくは現象や観察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われ

る理論的又は実践的研究。

応用研究：基礎研究によって発見された知識を利用して、特定の目標を定めて実用化

の可能性を確かめる研究及び既に実用化されている方法に関して、新た

な応用方法を探索する研究。

開発研究：基礎研究、応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり、新しい材

料、装置、製品、システム、工程等の導入、又は既存のこれらのものの

改良をねらいとする研究。
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(2) 外資系企業の立地状況

――― 外資系企業の立地件数は１３件で、平成７年以来の２桁の立地件数。工業団

地内立地が、約７割。―――

外資比率５０％以上の外資系企業の工場立地件数は１３件で、前年（３件）から増

加した。（図－１８）

図－１８ 外資系企業の工場立地件数の推移

外資系企業の全立地件数に占める割合このうち、工業団地内に立地したのは９件で、

全立地企業の工業団地内立地の比率（４２．５％）に対して高い値は６９．２％と、

を示している。

また、借地型立地は３件で、外資系企業の全立地件数に占める借地型立地の割合は

２３．１％と、全立地企業の借地型立地の比率（１８．８％）に比べて、若干上回っ

ているものの、大きな差はない。

地域別では、東海が４件、南東北及び山陽が各２件、北海道、近畿内陸、北九州及

び南九州で各１件あった。

業種別では、化学工業が５件、電気機械が３件、窯業・土石製品、非鉄金属及び一

般機械が各１件であった。

国（国地域）別では、米国が７件、ドイツが３件、フランス、英国及びスエーデン

が各１件であった。


